


















































































































































































































































保 険 証 を持 って い るか
P値
は い い い え
体 調 が 悪 い とき が あ っ
た か :人 (%)
は い 49(38.6) 9 7.1
い い え
医 療 機 関 に か か っ た こ
とが あ るか :人 (%)
は い
46(36.2) 23(18.1) く .05
68(53.5) 12(9.4)














































保 険 証 の使 い方 を知 って い る か
P値
はい い い え
体 調 が 悪 い とき が あ っ
た か :人 (%)
はい 49(39.8) 6.5
いい え
医 療 機 関 に か か った こ
とが あ るか :人 (%)
はい
43(35.0) 24(19.5) く .01
68(55.3) 10(8.1)
いい え 23(18.7) 22(17.9) く .01
無回答者10人を除き分析した
考察
1.属性
調査対象となった南米出身外国籍住民の出身国は
ブラジルが最も多く、続いてペルーとなっているが、
これは滋賀県における外国人登録者の国籍別内訳で
多い順に1位ブラジル(47%)、 2位中国(13%)、 3位
ペルー(6%) 7)ということからも、滋賀県の特徴に合
致していたといえる。年齢は20代、 30代の生産年齢
層が多く、その多くが間接雇用にて就労している。滞
在期間では、最後の入国から1-4年経過していると
答えたものが最も多かったが、平均でも日本と母国を
往復する間の日本滞在が4年近くあることになる。こ
れらのことから、滋賀県に住む外国籍住民は滋賀県の
経済を支える重要な労働者であり、同時に日本の社会
保険制度のもと保護を受けるべき、地域住民の一員で
あるといえる。しかし、外国人労働者問題として、日
本の政府関係機関(厚生労働省や経済産業省など)が
取り上げる問題は、不法滞在や不法就労の取り締まり、
犯罪、少子化対策としての労働人口確保等が主である。
市民としての視点、また保護を受ける対象としての報
告はほとんどみられない。今後は保健医療の立場、特
に産業保健の領域で外国人労働者の健康問題と労働
環境、生活環境の関係を取り上げた調査研究を充実さ
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せる必要があると考える。
2.外国籍住民の医療保険加入状況
今回の調査では何らかの医療保険に加入している
者は73.3%であった。しかし24.8%が何の保険にも加入
していない状況である。未加入理由として保険料が高
いと答えた者が最も多かったが、これは外国籍住民の
社会保険制度のあり方を、彼らの滞在目的や賃金水準、
生活状況などを総合して捉えねばならない重要な問
題提起となっていると考える。また、医療保険加入者
の中でも国民健康保険に加入している者は51.8%であ
り、社会保険の加入者は18.0%程度にとどまっている。
これらの外国籍住民が派遣会社や業務請負業者を通
して製造業に関わる単純労働に就いているのであれ
ば、雇用主は雇用者に対して社会保険に加入させるこ
とが義務となるが、今回の結果からはこれが十分に遂
行できていると言い難い。外国人労働者とその家族は
日本において低賃金で不安定な雇用状態の中で、社会
保険にも加入できずにいるという、不安定な保護体制
の中で生活している可能性がある。
3.保険証の所持・保険証使用方法の認知と医療対処
行動の関係
保険証を持っているものは体調不良があると、まず
医療機関にかかろうと考えている者が多く、実際体調
不良時に医療機関を受診しているということが分か
った。保険証を持っていることで、医療費の負担は少
なくすむことなどから、医療機関-行きやすくなって
いると考えられる。一方、保険証を持っていない者は
体調不良があったらまず母国の薬で対応しようとす
る傾向にあり、実際に体調不良になった経験がないも
のが多く、医療機関に受診したものも少なくなってい
る。対象者の属性から、 20代、 30代の働き盛りの年
代が多く、自分の健康を過信する年代でもあるといえ
るが、保険証非所持者は、もしもの事態には多額の医
療費を自己負担しなければならなくなるなど、保障が
全くない状態に置かれている人々である。また、保険
証の使用方法を知らない者が24.　あったが、これら
の者は、体調不良があったらまずすることとして、仕
事・学校を休む傾向にあった。また、医療機関にかか
ったことがない者が多いことから、保険証を持ってい
ないものと同様、医療機関-行きにくいものと考える。
保険証所持者の中にも保険証使用方法を知らない者
があり、これらの者は保険証を十分に活用できていな
い可能性がある。日本の外国人に対する法的な現状と
して、入管法、労働法令及び社会保障法令は相互の連
携が不十分であることや、社会保障制度を管轄してき
た厚生労働省が外国人労働者の制度加入困難である
ことを知りながら制度の改正を行っていない8)ことな
どがあげられる。このことからも、地域レベルで保険
証の使用方法を含む、日本の医療保険システムと母国
滋賀県在住の南米出身在日外国籍住民の医療保険と医療対処行動
のシステムの相違について、十分な情報提供の促進が
必要であると考える。情報提供場所は、行政機関、企
業・雇用主、医療機関などが考えられる。これらの機
関が連携し、受け入れ体制を確立していくことが必要
であると考える。
結論
1.何らかの保険に加入している外国籍住民は、体調
不良時、最初にする行動として病院-行く傾向にある
が、保険に加入していない外国籍住民は最初にする行
動として母国から持ってきた薬を飲む傾向がある。
2.何らかの保険に加入している外国籍住民は、加入
していないものに比べ体調不良の経験があり、実際医
療機関に受診している。
3.保険証の使用方法を知っている外国籍住民は、体
調不良時、最初にする行動として病院-行く傾向にあ
るが、保険証使用方法を知らない外国籍住民は、仕
事・学校を休む傾向にある。
4.保険証の使用方法を知っている外国籍住民は知ら
ないものに比べ、体調不良の経験があり、実際医療機
関に受診している。
以上の結果から、保険加入の有無は体調不良時の受
診行動に影響すると考えられ、外国籍住民の健康問題
に関わる医療機関受診行動が円滑に行なわれるよう、
われわれ保健医療従事者は外国籍住民に対して、日本
の医療保険システムについての十分な情報提供を行
い、行政機関、企業と連携をとり、受け入れ体制整備
に努める必要があることが示唆された。
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